
議 案 第 ２０ 号

（ 総 則 ）
第１条   令和３年度広川町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（ 業務の予定量 ）
第２条   業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）  給水戸数 6,000 戸
（２）  年間総給水量 1,569,500 ㎥
（３）  一日平均給水量 4,300 ㎥

（ 収益的収入及び支出 ）
第３条   収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

   収  入
第１款   水道事業収益 375,308 千円

第１項 営 業 収 益 350,471 千円
第２項 営 業 外 収 益 24,835 千円
第３項 特 別 利 益 2 千円
   支  出

第１款   水道事業費 329,966 千円
第１項 営 業 費 用 305,835 千円
第２項 営 業 外 費 用 22,874 千円
第３項 特 別 損 失 257 千円
第４項 予 備 費 1,000 千円

（ 資本的収入及び支出 ）

   収  入
第１款   資本的収入 8,550 千円

第１項 工 事 負 担 金 3,000 千円
第２項 加 入 金 5,500 千円
第３項 他 会 計 補 助 金 50 千円
   支  出

第１款   資本的支出 112,542 千円
第１項 水 道 事 業 費 61,193 千円
第２項 企 業 債 償 還 金 48,272 千円
第３項 過 年 度 還 付 金 77 千円
第４項 受 託 工 事 費 3,000 千円

令 和 ３ 年 度 広 川 町 水 道 事 業 会 計 予 算

及び地方消費税資本的収支調整額４，２３１千円、過年度分損益勘定留保資金９９，７６１千円をもって補てんするものとする。）
第４条   資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額１０３,９９２千円は、当年度消費税

-　１　-



-　２　-

     （ 債務負担行為 ）

期間
自：令和４年度
至：令和17年度

     （ 議会の議決を経なければ流用をすることのできない経費 ）

    （１）  職員給与費 27,505千円

    （２）  交   際   費  　　10千円

     （ 他会計からの補助金 ）

第７条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は３０５千円である。

令 和 ３ 年 ３ 月 ８ 日 提 出
広 川 町 長 渡 元 喜

第５条  債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。
事項 限度額（千円）

立花系第二送水管建設負担金 103,125

   　　の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

第６条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費



（ 単位 ： 千円 ）

款 項 目 予     定     額

  １  水道事業収益 375,308
  １  営 業 収 益 350,471

  １  給 水 収 益 349,806  水道料金 349,806

  ２  その他の営業収益 665  給水装置工事申込手数料 550

 指定給水装置工事事業者指定手数料 90

 道路掘削占用申請手数料 25

  ２  営業外収益 24,835
  １  受 取 利 息 1,418  預金利息 1,418

  ２  他会計補助金 255  児童手当分 255

　３　長期前受金戻入 23,089   国県補助・工事負担金・受贈財産評価額寄附金等 23,089

  ５  雑  収  益 73  不用品売却収益 1

 その他雑収益 72

  ３  特 別 利 益 2
  １  過年度損益修正益 1  過年度損益修正益 1

  ２  その他特別利益 1  各種引当金戻入益 1

備                     考

収           入

令和３年度広川町水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
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（ 単位 ： 千円 ）

款 項 目 予     定     額

  １ 水道事業費 329,966
  １ 営 業 費 用 305,835

  １  配水及び給水費 184,111
 光熱水費 1,400

 通信運搬費 414

 委託料 7,287

 手数料 1,969

 修繕費 7,860

 薬品費 421

 材料費 228

 負担金 23,254

 受水費 140,891

 保険料 287

 補償金 100

  ２  総     係     費 22,884
 給  料 6,428

 手当等 2,897

 賞与引当金繰入額 446

 法定福利費 2,425

 法定福利費引当金繰入額 85

 旅費 56

 交際費 10

 備消品費 342

 燃料費 77

 印刷製本費 432

備                     考

支           出



（ 単位 ： 千円 ）

款 項 目 予     定     額

 通信運搬費 692

 委託料 577

 手数料 4

 賃借料 986

 修繕費 150

 負担金 1,113

日本水道協会負担金 82

日本水道協会九州支部負担金 21

県南水道技術協議会負担金 10

庁舎管理負担金 1,000

 貸倒引当金繰入額 166

 報　酬 5,998

  ３  減価償却費 98,840  有形固定資産減価償却費 98,840

  ２  営業外費用 22,874
  １  支 払 利 息 7,873  支払利息 7,873

  ３  消   費   税 15,000  消費税 15,000

  ４  雑   支   出 1  雑支出 1

  ３  特  別  損  失 257
  ３  過年度損益修正損 256 過年度水道料金還付金等 256

  ４  その他特別損失 1 貸倒損失等 1

  ４  予   備   費 1,000
  １  予   備   費 1,000

備                     考

-　５　-
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（ 単位 ： 千円 ）

款 項 目 予     定     額

  １  資本的収入 8,550

  １  工事負担金 3,000

  １  工事負担金 3,000 下水道工事に伴う移設工事負担金

  ２  加入金 5,500

  １  加入金 5,500 新規加入金

  ３  他会計補助金 50

  １  他会計補助金 50 児童手当負担分

備                     考

収           入

資本的収入及び支出



（ 単位 ： 千円 ）

款 項 目 予     定     額

  １  資本的支出 112,542
  １  水道事業費 61,193

  １  施  設  費 50,161  配水管布設工事費等 50,161

  ３  機器購入費 870  水道メータ購入費 870

  ５  総  係  費 10,162
 給  料 4,485

 手当等 2,471

 法定福利費 2,270

 備消品費 88

 燃料費 84

 負担金 594

  ２  企業債償還金 48,272
  １  企業債償還金 48,272  企業債元金償還金 48,272

  ３  過年度還付金 77
  １  過年度還付金 77  加入金 77

  ４  受託工事費 3,000
  １  受託工事費 3,000  受託工事費 3,000

備                     考

支           出

-　７　-
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（ 単位：千円 ）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
　　当年度純利益 46,668
　　減価償却費 98,840
　　固定資産除却費 0
　　引当金の増減額 13
　　貸倒引当金の増減額 42
　　長期前受金戻入額 △ 23,089
　　受取利息及び受取配当金 △ 1,418
　　支払利息 7,873
　　未収金の増減額（△は増加） △ 465
　　未払金の増減額（△は減少） 551
　　小計 129,015
　　利息及び配当金の受取額 1,418
　　利息の支払額 △ 7,873
  業務活動によるキャッシュ・フロー 122,560

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
　　有形固定資産の取得による支出 △ 59,197
　　国庫補助金等の返還による支出 0
　　国庫補助金等による収入 50
　　負担金による収入 2,728
　　負担金による収入の返還金 0
  投資活動によるキャッシュ・フロー △ 56,419

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 48,271
　　加入金による収入 5,000
　　加入金による収入の返還 △ 70
　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 43,341

  資金の増加額（又は減少額） 22,800
  資金期首残高 929,704
  資金期末残高 952,504

令和３年度   広川町水道事業予定キャッシュフロー計算書
（  平 成 ３ 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 ４ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で  ）



(１）  総    括 （ 単位 ：千円）

特 別 職

本 損 益 勘 定 支 弁 職 員 1 （３） 5,998 6,428 3,343 15,769 2,510 18,279

年 資 本 勘 定 支 弁 職 員 1 0 4,485 2,471 6,956 2,270 9,226

度 合              計 2 （３） 5,998 10,913 5,814 22,725 4,780 27,505

前 損 益 勘 定 支 弁 職 員 1 （２） 4,016 6,191 2,812 13,019 2,410 15,429

年 資 本 勘 定 支 弁 職 員 1 0 4,676 2,908 7,584 2,487 10,071

度 合              計 2 （２） 4,016 10,867 5,720 20,603 4,897 25,500

比 損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 （１） 1,982 237 531 2,750 100 2,850

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 △ 191 △ 437 △ 628 △ 217 △ 845

較 合              計 0 （１） 1,982 46 94 2,122 △ 117 2,005

区 分 扶 養 手 当 通勤手当

本 年 度 417 142

前 年 度 600 170

比 較 △ 183 △ 28

備考１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算となったものについて記載すること。
備考２　（　　　　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

損益勘定支弁職員に係る手当（期末勤勉手当）及び法定福利費は、それぞれ賞与引当金繰入額及び法定福利費引当金繰入額を含む。

計一 般 職

職 員 数 ( 人 ）

給  与  費  明  細  書

法 定 福 利 費 合 計区             分
給 与 費

報 酬 給 料 手 当

手
当
の
内
訳

管理職手当

0

0

0 340

時間外勤務手当

570

605

324

324

△ 35

期末勤勉手当

4,056

3,716

合　　　　計

5,814

5,720

940

児童手当

305

305

0

住居手当

-  ９  -



－　１０　－

ア　会計年度任用職員以外の職員 （ 単位 ：千円）

特 別 職
本 損 益 勘 定 支 弁 職 員 1 （ ） 6,428 2,598 9,026 2,510 11,536
年 資 本 勘 定 支 弁 職 員 1 （ ） 4,485 2,471 6,956 2,270 9,226
度 合              計 2 （ ） 10,913 5,069 15,982 4,780 20,762
前 損 益 勘 定 支 弁 職 員 1 （ ） 6,191 2,500 8,691 2,410 11,101
年 資 本 勘 定 支 弁 職 員 1 （ ） 4,676 2,908 7,584 2,487 10,071
度 合              計 2 （ ） 10,867 5,408 16,275 4,897 21,172
比 損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 （ ） 237 98 335 100 435

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 （ ） △ 191 △ 437 △ 628 △ 217 △ 845
較 合              計 0 （ ） 46 △ 339 △ 293 △ 117 △ 410

区 分 扶 養 手 当 通勤手当

本 年 度 417 142
前 年 度 600 170

比 較 △ 183 △ 28
備考１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算となったものについて記載すること。
備考２　（　　　　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

イ　会計年度任用職員 （ 単位 ：千円）

特 別 職
本 損 益 勘 定 支 弁 職 員 （３） 5,998 0 745 6,743 0 6,743
年 資 本 勘 定 支 弁 職 員 （  ） 0 0 0 0 0 0
度 合              計 （３） 5,998 0 745 6,743 0 6,743
前 損 益 勘 定 支 弁 職 員 （２ ） 4,016 0 312 4,328 0 4,328
年 資 本 勘 定 支 弁 職 員 （  ） 0 0 0 0 0 0
度 合              計 （２ ） 4,016 0 312 4,328 0 4,328
比 損 益 勘 定 支 弁 職 員 （１ ） 1,982 0 433 2,415 0 2,415

資 本 勘 定 支 弁 職 員 （  ） 0 0 0 0 0 0
較 合              計 （１ ） 1,982 0 433 2,415 0 2,415

区 分 扶 養 手 当 通勤手当

本 年 度

前 年 度

比 較 0 0
備考１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算となったものについて記載すること。
備考２　（　　　　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時
間に比し短い職員について外書きすること。

損益勘定支弁職員に係る手当（期末勤勉手当）及び法定福利費は、それぞれ賞与引当金繰入額及び法定福利費引当金繰入額を含む。

損益勘定支弁職員に係る手当（期末勤勉手当）及び法定福利費は、それぞれ賞与引当金繰入額及び法定福利費引当金繰入額を含む。

0 433 0 0 0 433

745
312 312

手
当
の
内
訳

管理職手当 期末勤勉手当 時間外勤務手当 住居手当 児童手当 合　　　　計

745

区             分
職 員 数 ( 人 ） 給 与 費

法 定 福 利 費 合 計
一 般 職 報 酬 給 料 手 当 計

5,408
0 △ 93 △ 35 0 0 △ 339

570 324 305 5,069
0 3,404 605 324 305

計

手
当
の
内
訳

管理職手当 期末勤勉手当 時間外勤務手当 住居手当 児童手当

給 料 手 当

3,311
合　　　　計

0

給  与  費  明  細  書

区             分
職 員 数 ( 人 ） 給 与 費

法 定 福 利 費 合 計
一 般 職 報 酬



水道事業明細

（２）給料及び職員手当の増減額の明細
区分 増減額

給与改定の状況
平均改定率　　　　
実施時期

職員数の異動状況
区分 在職数
本年度 2
前年度 2
増減 0

扶養手当 0
管理職手当 0
期末勤勉手当 △ 31
通勤手当 0
時間外勤務手当 0
住居手当 0
児童手当 0

扶養手当 △ 183
管理職手当 0
期末勤勉手当 △ 62
通勤手当 △ 28
時間外勤務手当 △ 35
住居手当 0
児童手当 0

（単位：千円）
増減事由別内訳 説　　明 備　　　　　　　　　　考

給
料

46

給与改定に伴う増減分 0

昇給昇格等に伴う増加分 108

その他の増減分 △ 62 職員構成等によるもの

職
員
手
当

△ 339

制度改正に伴う増減分 △ 31
人事院勧告に基づく、手当
の改正によるもの

その他の増減分 △ 308 職員構成等によるもの

－　１１　－



－　１２　－

（３）給料及び職員手当等の状況
ア　職員１人当り給与 （単位：円） イ　初任給 （単位：円）

区分 本年度 前年度
平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 大学卒 182,200 182,200
318,050 42.00 高校卒 154,900 154,900
332,900 46.50

ウ　級別職員数 （級別の標準的な職務内容）

行政職 労務職 行政職 労務職
６級 ６級
５級 ５級
４級 1 1 ４級
３級 1 1 ３級
２級 ２級
１級 １級
計 2 2

エ　期末手当・勤勉手当 オ　地域手当
支　　給

６月 １２月 率　　計
2.225 2.225 4.45
2.250 2.250 4.50
同 同 同

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 キ　その他の手当

扶養手当 同
住居手当 同
通勤手当 異 距離別支給

国の制度 同 同 同 同 同

区分
行政職 労務職

本 年 度
前 年 度

区分
本年度 前年度

区分 行政職

課長・次長・局長・参事
補佐・室長・主幹
係長・統括主査
主査
主任主事
主事

区分
支給期別支給率（月分） 支給率 支給対象職員数

0% 0人
本 年 度
前 年 度

国 の 制 度
役 職 加 算 役職・段階別に５％～１５％加算

退職手当 ２０年勤続 ２５年勤続 ３５年勤続 最高限度 加算措置等 区分
国の制度との

異同
差異の内容

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退
職特例・在職
期間調整

水道事業状況



（ 単位：千円 ）

資  産  の  部
１ 固   定   資   産

イ 土 地 1,151
ロ 建 物 8,533

   減価償却累計額 5,129 3,404
ハ 構 築 物 4,809,135

   減価償却累計額 2,934,835 1,874,300

ニ 機 械 及 び 装 置 125,714
   減価償却累計額 122,382 3,332

ホ 建 設 仮 勘 定 0
有 形 固 定 資 産 合 計 1,882,187
固   定   資   産   合   計 1,882,187

２ 流   動   資   産

（１）  現 金 預 金 952,504
（２）  未 収 金 3,966

未 収 金 貸 倒 引 当 金 235 3,731
（３） 短 期 貸 付 金 100,000

流   動   資   産   合   計 1,056,235
資       産       合       計 2,938,422

負  債  の  部
３ 固　　定   負   債

（１） 企 業 債 231,370
固　　定　　負　　債　　合　　計 231,370

平 成 ３ 年 度 広 川 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
（   令和 ４ 年 ３ 月 ３ １ 日   ）

－　１３　－



－　１４　－

４ 流   動   負   債

（１） 企 業 債 49,518
（２） 未 払 金 15,531
（３） 引 当 金 531
（４） 預 り 金 2,279

流   動   負   債   合   計 67,859

５ 繰　　延　　収　　益

（１） 長 期 前 受 金 1,042,377
（２） 長期前受金収益化累計額 △ 625,201

繰　 延　 収 　益 　合 　計 417,176
負 　　　債　　 　合　 　　計 716,405

資  本  の  部
６ 資     本     金

（１） 資 本 金 1,470,104
資    本    金    合    計 1,470,104

７  剰     余    金

（１） 資 本 剰 余 金

イ 国 県 補 助 金 0
ロ 工 事 負 担 金 0
ハ 受 贈 財 産 評 価 額 0
ニ 他 会 計 補 助 金 1,858
ホ 加 入 金 217,216
資  本  剰  余  金  合  計 219,074

（２） 利 益 剰 余 金 　
イ 減 債 積 立 金 79,000
ロ 建 設 改 良 積 立 金 362,000
ハ 当年度未処分利益剰余金 91,839
利   益   剰   余   金 532,839
剰   余   金   合   計 751,913
資   本   合   計 2,222,017
負   債   資   本   合   計 2,938,422



（ 単位：千円 ）

１   営  業  収  益
（１） 給 水 収 益 314,151
（２） そ の 他 の 営 業 収 益 590 314,741

２   営  業  費  用
（１） 配 水 及 び 給 水 費 161,292
（２） 総 係 費 20,772
（３） 減 価 償 却 費 104,017
（４） 資 産 減 耗 費 0 286,081

営　　　業　　　利　　　益 28,660

３   営  業  外  収  益
（１） 受 取 利 息 1,418
（２） 他 会 計 補 助 金 240
（３） 長 期 前 受 金 戻 入 23,690
（４） 引 当 金 戻 入 益 0
（５） 雑 収 入 73 25,421

４   営  業  外  費  用
（１） 支 払 利 息 9,087
（２） 雑 支 出 1 9,088 16,333

経    　 常 　   利　　　益 44,993

５   特  別  利  益
（１） 過 年 度 損 益 修 正 益 1
（２） そ の 他 特 別 利 益 1 2

６   特  別  損  失
（１） 過 年 度 損 益 修 正 損 233
（２） そ の 他 特 別 損 失 1 234 △ 232

当  年  度  純　利　益 44,761
前年度繰越利益剰余金 410
その他未処分利益剰余金変動額 0
当年度未処分利益剰余金 45,171

令 和　２　年 度   広 川 町 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書
（  令 和　２ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ３ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で  ）

－　１５　－



－　１６　－

（ 単位：千円 ）

資  産  の  部
１ 固   定   資   産

イ 土 地 1,151
ロ 建 物 8,533

   減価償却累計額 4,902 3,631
ハ 構 築 物 4,750,729

    減価償却累計額 2,839,593 1,911,136
 ニ 機 械 及 び 装 置 124,923
    減価償却累計額 119,012 5,911
 ホ 建 設 仮 勘 定 0
 有 形 固 定 資 産 合 計 1,921,829

固   定   資   産   合   計 1,921,829

２ 流   動   資   産

（１）  現 金 預 金 929,704
（２）  未 収 金 3,502

未 収 金 貸 倒 引 当 金 193 3,309
（２） 短 期 貸 付 金 100,000

流   動   資   産   合   計 1,033,013
資       産       合       計 2,954,842

負  債  の  部
３ 固　　定   負   債

（１） 企 業 債 280,888
固　　定　　負　　債　　合　　計 280,888

（   令 和 ３ 年 ３ 月 ３ １ 日   ）

令 和 ２ 年 度 広 川 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表



４ 流　　動　　負　　債

（１） 企 業 債 48,271
（２） 未 払 金 14,981
（３） 引 当 金 518
（４） 預 り 金 2,279

流   動   負   債   合   計 66,049

５ 繰　　延　　収　　益

（１） 長 期 前 受 金 1,039,598
（２） 長期前受金収益化累計額 △ 602,112

繰　 延　 収 　益 　合 　計 437,486
負 　　　債　　 　合　 　　計 784,423

資  本  の  部
６ 資     本     金

（１） 資 本 金 1,470,104
資    本    金    合    計 1,470,104

５  剰     余    金

 資 本 剰 余 金

 イ 国 庫 補 助 金 0
 ロ 県 費 補 助 金 0
 ハ 工 事 負 担 金 0

ニ 受 贈 財 産 評 価 額 0
ホ 他 会 計 補 助 金 1,858
ヘ 加 入 金 212,286
資  本  剰  余  金  合  計 214,144

（２） 利 益 剰 余 金
イ 減 債 積 立 金 79,000
ロ 建 設 改 良 積 立 金 362,000
ハ 当年度未処分利益剰余金 45,171
利   益   剰   余   金 486,171
剰   余   金   合   計 700,315
資   本   合   計 2,170,419
負   債   資   本   合   計 2,954,842

－　１７　－



－　１８　－

Ⅰ． 重要な会計方針
　１　固定資産の減価償却の方法
　　（１）有形固定資産
　　　　　・減価償却の方法　　定額法
　　　　　・主な耐用年数

建物 概ね15年～60年
構築物 概ね30年～40年
機械及び装置 概ね8年～15年
車両運搬具 概ね4年～5年
工具、器具及び備品 概ね3年～15年

　　（２）無形固定資産　　　　対象物なし
　　　
　２　引当金の計上方法
　　（１）退職給付引当金
　　　　退職給付引当金については、退職手当を一般会計で負担しているため計上していない。
　  （２）賞与引当金及び法定福利費引当金

　  （３）貸倒引当金
         債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　３　消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ． その他の注記
　　（１）リース会計に係る特例措置
         所有権移転外ファイナンスリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

注　記

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属
する額（12月から3月までの4ヶ月分）を計上している。



（単位:千円）

一般財源

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国 庫 補 助 金 出 資 金 工事負担金 加　入　金 （内部留保資金）

0 0 0 0 32水道会計システムアプリケーション保守 32
自：　　　年度

0
自：令和４年度

32
至：　　　年度 至：令和４年度

メータ検針等業務委託 24,657
自：令和元年度

9,230
自：令和３年度

15,427

0 1,102

15,427
至：令和２年度 至：令和５年度

0 0 0 0

0

債　　務　　負　　担　　行　　為　　に　　関　　す　　る　　調　　書

事　　　　　　項 限 度 額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払 　左　　　　の　　　　財　　　源　　　　内　　　　訳

義務発生（見込）額 義務発生予定額 　　特　　　　定　　　　財　　　　源

藤山調整池関連事業建設負担金 71,141
自：平成１７年度

50,364
自：令和３年度

20,777 0 0 0 0 20,777
至：令和２年度 至：令和９年度

1,087
至：令和２年度 至：令和４年度

水道会計システム賃借料 3,974
自：平成３０年度

2,887
自：令和３年度

1,087

0 850
至：令和２年度 至：令和４年度

水道会計システムアプリケーション保守 2,549
自：平成３０年度

1,699
自：令和３年度

850 0 0 0

自：令和３年度

0 0

0 0 0

至：令和５年度
藤山調整池関連事業建設負担金 3,675 2,573 1,102 0

自：平成２６年度

至：令和２年度

－　１９　－



-　20　-

令和３年度　広川町水道事業会計予算基礎資料 環境衛生課
収益的収入 （単位：千円）

款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 増減 説明

１　水道事業収益 375,308 371,579 3,729

１　営業収益 350,471 346,156 4,315

１　給水収益 349,806 345,566 4,240

水道料金 349,806 345,566 4,240 水道料金

２　その他営業収益 665 590 75

給水装置工事申込手数料 550 550 0 1７0件×3,000円、5件×8,000円

指定給水装置工事事業者指定手数料 90 15 75 18件×5,000円

道路掘削占用申請手数料 25 25 0 5件×5,000円

２　営業外収益 24,835 25,421 △ 586

１　受取利息 1,418 1,418 0

預金利息 1,418 1,418 0 定期預金・普通預金利子

２　他会計補助金 255 240 15

他会計補助金 255 240 15 児童手当分

３　長期前受金戻入 23,089 23,690 △ 601

国庫補助金 16,174 16,185 △ 11

県費補助金 496 496 0

工事負担金 4,309 4,899 △ 590

他会計補助金 21 21 0

受贈財産評価額寄附金 2,089 2,089 0

５　雑収益 73 73 0

不用品売却収益 1 1 0 鋳鉄管等

その他雑収益 72 72 0 受水地点電気代　企業団負担分

３　特別利益 2 2 0

１　過年度損益修正益 1 1 0

過年度損益修正益 1 1 0
過年度収入（料金等）に誤りがあり増額する
場合に計上

２　その他特別利益 1 1 0

その他特別利益 1 1 0 各種引当金戻入益など

償却資産に係る資本剰余金のう
ち、減価償却、除却された部分に
見合う分を収益化するもの



令和３年度　広川町水道事業会計予算基礎資料 環境衛生課
収益的支出 （単位：千円）

款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 増減 説明

１　水道事業費 329,966 326,582 3,384

１　営業費用 305,835 301,237 4,598

１　配水及び給水費 184,111 177,409 6,702

光熱水費 1,400 1,388 12
日吉配水池・内田ポンプ室・鬼ノ渕
配水池電気代

通信運搬費 414 418 △ 4
配水池・ポンプ室専用回線・遠方
監視システム光回線・一般回線

委託料 7,287 7,465 △ 178 メータ検針・残塩測定・設備保守等

手数料 1,969 1,638 331
水質検査手数料・検便検査手数
料・口座振替手数料

修繕費 7,860 9,584 △ 1,724 メータ取替・設備修繕・緊急修繕

薬品費 421 384 37
次亜塩素酸ナトリウム・測定用試
薬

材料費 228 206 22 補修材・緊急修繕用資材

負担金 23,254 15,888 7,366
水道企業団負担金（維持管理・建
設費）

受水費 140,891 140,051 840
企業団からの受水費・久留米市か
らの分水費

保険料 287 287 0
水道賠償責任保険・機械設備損害
保険

補償金 100 100 0 免責分補償

２　総係費 22,884 19,811 3,073

 給料 6,428 6,191 237

手当等 2,897 2,397 500

扶養手当　318
期末手当　1,299
勤勉手当　433
通勤手当　120
住居手当　162
時間外勤務手当　310
児童手当　255

賞与引当金繰入額 446 415 31
来年支給分の賞与のうち4か月分
を計上

法定福利費 2,425 2,331 94

共済組合納付金 1,035
公務災害補償基金組合納付金
31
市町村職員福祉協会負担金　14
退職手当組合負担金　588
社会保険料　716
雇用保険料　41
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-　22　-

令和３年度　広川町水道事業会計予算基礎資料 環境衛生課
収益的支出 （単位：千円）

款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 増減 説明

法定福利費引当金繰入額 85 79 6
来年賞与時の共済組合負担金4か
月分を計上

旅費 56 35 21 会計年度職員分通勤手当

交際費 10 10 0

備消品費 342 204 138
書籍代、草刈り機部品、事務用品
など

燃料費 77 83 △ 6 ガソリン代など

印刷製本費 432 413 19
水道納付書、口座振替不能通知
圧着ハガキ、検針ロール紙

通信運搬費 692 641 51 郵便料金

委託料 577 577 0 水道会計システム保守

手数料 4 4 0 金融機関残高証明手数料

賃借料 986 986 0 高速ETC代、水道会計システム

修繕費 150 150 0
ハンディターミナル、プリンター修
繕費

負担金 1,113 1,113 0
日本水道協会ほか負担金、一般
会計への庁舎維持管理分負担金

貸倒引当金繰入額 166 166 0 未収金貸倒予測額

報酬 5,998 4,016 1,982 会計年度任用職員分

３　減価償却費 98,840 104,017 △ 5,177

有形固定資産減価償却費 98,840 104,017 △ 5,177

２　営業外費用 22,874 24,088 △ 1,214

１　支払利息 7,873 9,087 △ 1,214

支払利息 7,873 9,087 △ 1,214 企業債借入金利息

３　消費税 15,000 15,000 0

消費税 15,000 15,000 0

４　雑支出 1 1 0

雑支出 1 1 0



令和３年度　広川町水道事業会計予算基礎資料 環境衛生課
収益的支出 （単位：千円）

款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 増減 説明

３　特別損失 257 257 0

３　過年度損益修正損 256 256 0

過年度損益修正損 256 256 0 過年度還付

４　その他特別損失 1 1 0

その他特別損失 1 1 0 貸倒損失等

４　予備費 1,000 1,000 0

１　予備費 1,000 1,000 0

予備費 1,000 1,000 0
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令和３年度　広川町水道事業会計予算基礎資料 環境衛生課

資本的収入 （単位：千円）
款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 増減 説明

１　資本的収入 8,550 8,110 440

１　工事負担金 3,000 3,000 0

１　工事負担金 3,000 3,000 0

工事負担金 3,000 3,000 0
下水道工事に伴う水道移設工事
負担金

２　加入金 5,500 5,060 440

１　加入金 5,500 5,060 440

加入金 5,500 5,060 440 100件

３　他会計補助金 50 50 0

１　他会計補助金 50 50 0

他会計補助金 50 50 0 児童手当分



令和３年度　広川町水道事業会計予算基礎資料 環境衛生課

資本的支出 （単位：千円）
款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 増減 説明

１　資本的支出 112,542 117,657 △ 5,115

１　水道事業費 61,193 66,323 △ 5,130

１　施設費 50,161 47,270 2,891

施設費 50,161 47,270 2,891
受水地点、鬼の渕配水池施設更
新・発電機設置工事、配水管網整
備工事

２　調査費 調査費 0 7,744 △ 7,744
施設更新実施設計、耐震診断調
査委託費

３　機器購入費 870 586 284

機器購入費 870 586 284 水道メータ（新規分）

５　総係費 10,162 10,723 △ 561

給料 4,485 4,676 △ 191

手当等 2,471 2,908 △ 437

扶養手当　99
期末手当　1,072
勤勉手当　806
通勤手当　22
住居手当　162
時間外勤務手当　260
児童手当　50

法定福利費 2,270 2,487 △ 217

共済組合納付金 1,408
公務災害補償基金組合納付金
26
市町村職員福祉協会負担金　19
退職手当組合負担金　817

旅費 170 0 170 水道技術者管理者講習

備消品費 88 532 △ 444 コピーカートリッジ、部品等

燃料費 84 83 1 ガソリン代

負担金 594 37 557
水道技術者管理者講習・配管設計
講習

２　企業債償還金 48,272 47,057 1,215

１　企業債償還金 48,272 47,057 1,215

企業債償還金 48,272 47,057 1,215 企業債償還金元金
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令和３年度　広川町水道事業会計予算基礎資料 環境衛生課

資本的支出 （単位：千円）
款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 増減 説明

３　過年度還付金 77 77 0

１　過年度還付金 　 77 77 0

過年度還付金 77 77 0 過年度還付金

４　受託工事費 3,000 3,000 0

１　受託工事費 3,000 3,000 0

受託工事費 3,000 3,000 0 下水道工事に伴う水道移設工事

５　国庫補助金返還金 0 1,200 △ 1,200

１　国庫補助金返還金 0 1,200 △ 1,200

国庫補助金返還金 0 1,200 △ 1,200 国庫補助金返還金（消費税分）


